
 

 

 

 

 

 

 

 

第五次川越市総合計画 

分野別の方向性（基本構想）の参考資料 
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❶ こども・子育て                        

１ 背景となる社会状況 

（１）共働き世帯の増加 

① 令和５年度版厚生労働白書(厚生労働省) 

 

 

②（仮称）川越市こども計画策定に向けた調査（川越市、令和５年度） 

（保護者の就労形態） 
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（２）地域のつながりの希薄化 

① 内閣府 社会意識に関する世論調査（令和５年３月）  

※詳細は「❼地域社会・安全安心」（P37～P38参照） 

 

②（仮称）川越市こども計画策定に向けた調査（川越市、令和５年度） 

 

 

（３）長期的な経済の低迷 

● 毎月勤労統計調査（厚生労働省、令和５年分速報） 

⇒ 日本の実質賃金指数は減少傾向で推移しています。 
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２ こども、若者、子育て家庭を取り巻く環境 

（１）子育ての負担感・孤立感 

●「こども未来戦略方針」（こども家庭庁、令和５年） 

⇒ 子育ての負担感・孤立感に関する記述が多数見受けられます。 

 【こども未来戦略方針より抜粋】 

○少子化の背景には、経済的な不安定さや出会いの機会の減少、仕事と子育ての両

立の難しさ、家事・育児の負担が依然として女性に偏っている状況、子育ての孤

立感、子育てや教育にかかる費用負担など、個々人の結婚、妊娠・出産、子育て

の希望の実現を阻む様々な要因が複雑に絡みあっている 

○子育て家庭の多くが「孤立した育児」の中で不安や悩みを抱えている 

○妊娠から産後 2週間未満までの妊産婦の多くが不安や負担感を抱いている 

○教育費の負担が理想のこども数を持てない大きな理由の一つとなっているとの

声がある 

 

（２）出生数・出生率  

① 令和５年（２０２３）人口動態統計月報年計（概数）の概況（厚生労働省） 

  （出生数及び合計特殊出生率の年次推移） 

 

② 本市の出生数と合計特殊出生率 

  

                     出生数：川越市調べ／合計特殊出生率：埼玉県保健統計年報 

  

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

出生数(人） 2,401 2,386 2,207 2,131 2,091

合計特殊出生率(％) 1.2 1.55 1.13 1.1 1.07
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（３）虐待対応件数 

① 児童相談所における虐待相談対応件数とその推移（こども家庭庁、令和５年） 

 

 

② 本市における虐待対応件数の推移（要保護児童対策地域協議会における新規取扱い件数） 

川越市調べ 

 

（４）ヤングケアラーの状況 

● 毎日の生活についてのアンケート調査報告書（川越市、令和４年度） 

問「家族の中であなたのケアを必要としている人がいるか」 

 

 

 

 

 

 

 

問「ヤングケアラーに該当するか」（※上記問で「はい」と回答した人に対して） 

 

 

 

 

 

 

 

  【参考】「あてはまる」と回答した人が、区分全体で占める割合 

高校生：5.2%    中学生：0.9％    小学生（4～6年） 1.3% 

令和元年 令和２年 令和3年 令和4年 令和5年

虐待対応件数（件） 326 394 460 450 492
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（５）結婚に関する若者の意識 

●（仮称）川越市こども計画策定に向けた調査（川越市、令和５年度） 

 

 

３ 国のこども・子育て政策の方向性 

（１）こども大綱（こども家庭庁、令和５年） 

① こども大綱が目指す「こどもまんなか社会」 ※こども大綱から抜粋 

 

○「こどもまんなか社会」とは、全てのこども・若者が、日本国憲法、こども基本

法及びこどもの権利条約の精神にのっとり、生涯にわたる人格形成の基礎を築

き、自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置

かれている環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が図られ、身体的・精

神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送るこ

とができる社会である。 

 

○具体的には、全てのこどもや若者が、保護者や社会に支えられ、 生活に必要な

知恵を身に付けながら 

・心身ともに健やかに成長できる 

・個性や多様性が尊重され、尊厳が重んぜられ、ありのままの自分を受け容れ

て大切に感じる（自己肯定感を持つ）ことができ、自分らしく、一人一人が

思う幸福な生活ができる 

・様々な遊びや学び、体験等を通じ、生き抜く力を得ることができる 

・夢や希望を叶えるために、希望と意欲に応じて、のびのびとチャレンジで

き、将来を切り開くことができる 

・固定観念や価値観を押し付けられず、自由で多様な選択ができ、自分の可能

性を広げることができる 
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・自らの意見を持つための様々な支援を受けることができ、その意見を表明

し、社会に参画できる 

・不安や悩みを抱えたり、困ったりしても、周囲のおとなや社会にサポートさ

れ、問題を解消したり、乗り越えたりすることができる 

・虐待、いじめ、体罰・不適切な指導、暴力、経済的搾取、性犯罪・性暴力、

災害・事故などから守られ、困難な状況に陥った場合には助けられ、差別さ

れたり、孤立したり、貧困に陥ったりすることなく、安全に安心して暮らす

ことができる 

・働くこと、また、誰かと家族になること、親になることに、夢や希望を持つ

ことができる 

社会である。 

 

○そして、20代、30代を中心とする若い世代が、 

・自分らしく社会生活を送ることができ、経済的基盤が確保され、将来に見通

しを持つことができる 

・希望するキャリアを諦めることなく、仕事と生活を調和させながら、希望と意 

欲に応じて社会で活躍することができる 

・それぞれの希望に応じ、家族を持ち、こどもを産み育てることや、不安な

く、こどもとの生活を始めることができる 

・社会全体から支えられ、自己肯定感を持ちながら幸せな状態で、こどもと向

き合うことができ、子育てに伴う喜びを実感することができる。そうした環

境の下で、こどもが幸せな状態で育つことができる 

社会である。 

 

○こうした「こどもまんなか社会」の実現は、こども・若者が、尊厳を重んぜられ、

自分らしく自らの希望に応じてその意欲と能力を活かすことができるようにな

ることや、こどもを産みたい、育てたいと考える個人の希望が叶うことにつな

がり、こどもや若者、子育て当事者の幸福追求において非常に重要である。ま

た、その結果として、少子化・人口減少の流れを大きく変えるとともに、未来を

担う人材を社会全体で育み、社会経済の持続可能性を高めることにつながる。

すなわち、こどもや若者、子育て当事者はもちろん、全ての人にとって、社会的

価値が創造され、その幸福が高まることにつながる。 
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② こども施策に関する基本的な方針 ※こども大綱を要約 

 

⑴ こども・若者を権利の主体とし、多様な個性を尊重し最善の利益を図る 

⑵ こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、対話しながら進める 

⑶ ライフステージに応じて切れ目なく、十分に支援する 

⑷ 生育環境を整えすべてのこども・若者が幸せに成長できるようにする 

⑸ 若い世代の生活が安定し、多様な価値観・考え方を大前提とし、結婚、子育て 

に希望を持てる取り組みをする 

⑹ 関係省庁や公共団体、民間団体等との連携を重視する 

 

［参考］こども・若者の定義 

 ・こども：こども基本法第 2 条において「こども」は、「心身の発達の過程にある者」とされてい

る。おとなとして円滑な社会生活を送ることができるようになるまでの成長の過程にあ

る者を意味し、年齢による定義はない。 

・若者：法令上の定義はない。こども大綱では、思春期（中学生年代からおおむね 18 歳まで）・青

年期（おおむね 18歳以降からおおむね 30歳未満。施策によってはポスト青年期の者も対

象とする）の者とされている。 

     「こども」と「若者」は重なり合う部分があるが、青年期全体を含むことを明確にする

場合には、特に「若者」と記載している。 

 

 

（２）こども未来戦略（こども家庭庁、令和５年） 

① こども・子育て政策の課題 ※こども未来戦略を要約 

 

○少子化の背景には、経済的な不安定さや出会いの機会の減少、仕事と子育ての

両立の難しさ、家事・育児の負担が依然として女性に偏っている状況、子育て

の孤立感や負担感、子育てや教育にかかる費用負担など、個々人の結婚、妊

娠・出産、子育ての希望の実現を阻む様々な要因が複雑に絡み合っているが、

とりわけ、こども・子育て政策を抜本的に強化していく上で我々が乗り越える

べき課題としては、以下の３点が重要である。 

    ⑴ 若い世代が結婚・子育ての将来展望を描けない 

    ⑵ 子育てしづらい社会環境や子育てと両立しにくい職場環境がある 

    ⑶ 子育ての経済的・精神的負担感や子育て世帯の不公平感が存在する 

 

 

② こども未来戦略の３つの基本理念 ※こども未来戦略から抜粋 

 

 ⑴ 若い世代の所得を増やす 

 ⑵ 社会全体の構造・意識を変える 

 ⑶ 全てのこども・子育て世帯を切れ目なく支援する  
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❷ 福祉・保健・医療                        

１ 高齢者人口の増加 

（１）人口構造の変化 

● 川越市将来人口推計（令和６年） 

 

（２）介護保険認定者数の推移 

● 川越市の状況（令和５年版統計かわごえ） 

 

 

（３）認知症の人の人数の推計 

● 川越市の状況（すこやかプラン・川越、令和６年） 

⇒ 令和４年９月末時点の性別年齢階級別要介護認定別出現率が今後も同様に推

移すると過程した場合の推計です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●少子化の状況 ●高齢化の状況 ●外国籍市民増加の状況

２０２５ ２０４０

約27％

約61％

約10％

約32％

約57％

約10％

●少子化の状況 ●高齢化の状況 ●外国籍市民増加の状況

２０２５ ２０４０

約27％

約61％

約10％

約32％

約57％

約10％

●少子化の状況 ●高齢化の状況 ●外国籍市民増加の状況

２０２５ ２０４０

約27％

約61％

約10％

約32％

約57％

約10％
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（４）介護人材の必要量の見通し 

● 第９期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について 

(厚生労働省、令和６年) 

 

 

２ 国の方向性 

● 地域共生社会の実現に向けて ※厚生労働省ホームページより抜粋 

 

－地域共生社会を提案する背景 

 ○ かつて我が国では、地域の相互扶助や家族同士の助け合いなど、地域・家

庭・職場といった人々の生活の様々な場面において、支え合いの機能が存在し

ました。社会保障制度は、これまで、社会の様々な変化が生じる過程におい

て、地域や家庭が果たしてきた役割の一部を代替する必要性が高まったことに

対応して、高齢者、障害者、子どもなどの対象者ごとに、また、生活に必要な

機能ごとに、公的支援制度の整備と公的支援の充実が図られ、人々の暮らしを

支えてきています。 

 

 ○ しかし、我が国では、高齢化や人口減少が進み、地域・家庭・職場という

人々の生活領域における支え合いの基盤が弱まってきています。暮らしにおけ

る人と人とのつながりが弱まる中、これを再構築することで、人生における

様々な困難に直面した場合でも、誰もが役割を持ち、お互いが配慮し存在を認

め合い、そして時に支え合うことで、孤立せずにその人らしい生活を送ること

ができるような社会としていくことが求められています。 

 

○ また、人口減少の波は、多くの地域社会で社会経済の担い手の減少を招き、

それを背景に、耕作放棄地や、空き家、商店街の空き店舗など、様々な課題が

顕在化しています。地域社会の存続への危機感が生まれる中、人口減少を乗り

越えていく上で、社会保障や産業などの領域を超えてつながり、地域社会全体

を支えていくことが、これまでにも増して重要となっています。 

 

○ さらに、対象者別・機能別に整備された公的支援についても、昨今、様々な

分野の課題が絡み合って複雑化したり、個人や世帯単位で複数分野の課題を抱
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え、複合的な支援を必要とするといった状況がみられ、対応が困難なケースが

浮き彫りとなっています。 

 

○ 「地域共生社会」とは、このような社会構造の変化や人々の暮らしの変化を

踏まえ、制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超

えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野

を超えつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創

っていく社会を目指すものです。 

 

３ 本市の健康に関する状況 
（１）健康寿命と平均余命の状況 

⇒ 健康寿命は男性よりも女性のほうが長くなっています。 

なお、埼玉県では、65歳に達した人が「要介護２」以上になるまでの期間を

健康寿命と定義しており、以下の表も同様の定義で集計しています。 

 

埼玉県ホームページ「地域別健康情報」 

 

（２）川越市民の健康について アンケート調査（川越市、令和５年度） 

      ※以下は、20歳から 80歳を対象とした調査項目からの抜粋です。 

  

① 健康に関する意識 

問「普段から健康に気を付けるよう意識していますか。（○は 1つのみ）」 

 

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

①平均余命（65歳から） 19.49 19.64 19.82 19.91 19.9

②健康寿命（65歳から） 17.61 17.67 17.85 18.01 18.05

①ー② 1.88 1.97 1.97 1.9 1.85

①平均余命（65歳から） 24.2 24.28 24.41 24.5 24.69

②健康寿命（65歳から） 20.17 20.32 20.48 20.66 20.82

①ー② 4.03 3.96 3.93 3.84 3.87

男性

女性
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 ② 検診の受診状況 

問「1年間に１回検診を受けていますか。（○は 1つ）」 

 

 

 

（３）救急搬送件数 

 ⇒ 令和元年度と令和５年度を比較すると、救急搬送人数が増加しているのとと

もに、搬送される高齢者数も増加しています。 

 令和元年度 令和５年度       比較 

救急搬送人数 15,473人 17,448人  1,975人増（12.8％増） 
うち高齢者 

（構成割合） 
8,876人 

（57.3％） 
10,220人 
（58.6％） 

1,344人増（15.1％増） 

                           川越地区消防局「消防年報」 

 

 

４ 福祉ニーズの状況 

① 生活保護世帯数及び人員（令和５年版統計かわごえ（以下同じ）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 身体障害者手帳交付状況 
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③ 療育手帳交付状況 

 

④ 精神障害者保健福祉手帳交付状況 
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➌ 教育・文化・スポーツ                      

１ 社会の変化と学校教育 

●「令和の日本型学校教育」の構築を目指して（令和３年 中央教育審議会） 

※文部科学大臣からの諮問「新しい時代の初等中等教育の在り方について」に

対する答申（以下、抜粋） 

 

－急激に変化する時代の中で育むべき資質・能力 

 ○人口知能（AI）,ビッグデータ,Internet of Things(IoT),ロボティクス等の先

端技術が高度化してあらゆる産業や社会生活に取り入れられた Society5.0時

代が到来しつつあり、社会の在り方そのものがこれまでとは「非連続」と言え

るほど劇的に変わる状況が生じつつある。 

 

 ○国際的な動向を見ると、国際連合が平成 27（2015）年に設定した持続可能な

開発目標（SDGs）などを踏まえ、自然環境や資源の有限性、貧困、イノベーシ

ョンなど、地域や地球規模の課題について、子供一人一人が自らの課題として

考え、持続可能な社会づくりにつなげていく力を育むことが求められている。

また、経済協力開発機構（OECD）では子供たちが 2030年以降も活躍するため

に必要な資質・能力について検討を行い、令和元(2019)年 5月に“Lerning 

Compass 2030”を発表しているが、この中で子供たちがウェルビーイングを実

現していくために自ら主体的に目的を設定し、振り返りながら、責任ある行動

がとれる力を身に付けていくことの重要性が指摘されている。 

  

○社会の変化が加速度を増し，複雑で予測困難となってきているといった時代背

景を踏まえた上で，新しい学習指導要領では資質・能力を「知識及び技能」，

「思考力，判断力，表現力等」，「学びに向かう力，人間性等」の３つの柱に整

理した上で，よりよい学校教育を通してよりよい社会を創るという理念を学校

と社会とが共有し，どのような資質・能力を身に付けられるようにするのかを

明確にしながら，学校教育を学校内に閉じず，地域の人的・物的資源も活用

し，社会との連携及び協働によりその実現を図る「社会に開かれた教育課程」

を重視するとともに，学校全体で児童生徒や学校，地域の実態を適切に把握

し，教育の目的・目標の実現に必要な教育内容等の教科等横断的な視点での組

立て，実施状況の評価と改善，必要な人的・物的体制の確保などを通して，教

育課程に基づく教育活動の質を向上させ，学習の効果の最大化を図る「カリキ

ュラム・マネジメント」の確立を図ることとしている。また，各教科等の指導

に当たっては，資質・能力が偏りなく育成されるよう，児童生徒の「主体的・

対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を行うこととしている。 

 

○各学校においては，教科等の特質に応じ，地域・学校や児童生徒の実情を踏ま

えながら，授業の中で「個別最適な学び」の成果を「協働的な学び」に生か

し，更にその成果を「個別最適な学び」に還元するなど，「個別最適な学び」
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と「協働的な学び」を一体的に充実し，「主体的・対話的で深い学び」の実現

に向けた授業改善につなげていくことが必要である。その際，家庭や地域の協

力も得ながら人的・物的な体制を整え，教育活動を展開していくことも重要で

ある。 

 

 

２ 本市の学校教育に関する現状 

（１）全国学力・学習状況調査平均回答率（％）

 
                        …県・全国平均を下回っている年度 

 

 

（２）埼玉県児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 

（埼玉県教育委員会、令和５年度） 

① 県内の公立学校での暴力行為の件数 

 
 
  
 
 
 
 

 
 

川越市 埼玉県 全国 川越市 埼玉県 全国 川越市 埼玉県 全国 川越市 埼玉県 全国

令和元年度 59 64 63.8 63 66 66.6 73 73 72.8 59 59 59.8

令和２年度 - - - - - - - - - - - -

令和３年度 63 65 64.7 67 69 70.2 64 65 64.6 55 57 57.2

令和４年度 65 67 65.6 61 64 63.2 69 70 69 51 52 51.4

令和５年度 66 68 67.2 60 62 62.5 70 71 69.8 50 52 51

令和６年度 67 69 67.7 62 64 63.4 60 59 58.1 53 53 52.5

数学

中学校

国語 算数

小学校

国語
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② 県内の公立学校でのいじめ認知件数 

 

 

 

③ 県内の公立学校における不登校児童生徒数 
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３ 人生 100 年時代 

（１）人生 100 年時代とは 

● 人生 100年時代構想会議（※）中間報告（平成 29年、抜粋） 

※ 人生 100 年時代を見据えた経済社会システムを創り上げるための政策のグランドデ

ザインを検討する会議として、平成 29年９月に首相官邸に設置された会議体 

 

 ○ある海外の研究を基にすれば、「日本では、2007年に日本で生まれた子供の半

数が 107歳より長く生きる」と推計されており、我が国は健康寿命が世界一の

長寿社会を迎えている。 

 

 ○100年という長い期間をより充実したものにするためには、生涯にわたる学習

が重要である。スポーツや文化芸術活動・地域コミュニティ活動などに積極的

に関わることも、個人の人生や社会を豊かにする。 

 

 ○人生 100年時代に、高齢者から若者まで、全ての国民に活躍の場があり、全て

の人が元気に活躍し続けられる社会、安心して暮らすことのできる社会をつく

るためには、幼児教育から小・中・高等学校教育、高等教育、更には社会人の

学び直しに至るまで、生涯を通じて切れ目なく、質の高い教育を用意し、いつ

でも有用なスキルを身につけられる学び直しの場が、安定的な財源の下で提供

される必要があるほか…（略） 

 

 

（２）生涯学習等の重要性 

● 平成 30年版文部科学白書（文部科学省、抜粋） 

 

―意欲ある高齢者の能力発揮を可能とする高齢社会への対応 

 ○高齢社会においては，価値観が多様化する中で，学習活動や社会参加活動を通

じての心の豊かさや生きがいの充足の機会が求められるとともに，就業を継続

したり日常生活を送ったりする上でも社会の変化に対応して絶えず新たな知識

や技術を習得する機会が必要となります。また，一人暮らし高齢者の増加も背

景に，地域社会において多世代が交流することの意義が再認識されています。 
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（３）生涯学習に関する本市の状況 

 ● 川越市文化芸術及び生涯学習に関する意識調査（川越市、令和６年度） 

 問「あなたは、この１年間（令和５年 10 月～令和６年９月）に『生涯学習』を

したことがありますか。（○はいくつでも）」 

 

 

４ 文化活動等に関する本市の状況 

 ●第 15回川越市市民意識調査（川越市、令和６年度実施） 

 問「あなたは、文化活動をどの程度行っていますか。（１つのみ） 

   ※「文化活動」とは、クラシック音楽、ポピュラー音楽、邦楽、民俗芸能、

演芸、文芸、美術等における活動（文化財・歴史的遺産の保存・活用活動

は含みません）を想定しています。」   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

月数回
以上

月１回
程度

１～３か月
に１回程度

半年に
１回程度

年に
１回程度

ほとんど行っ
ていない、ま
たは行って

いない

無回答

　単位：％

全体 n=1,475 0.7 34.9

《
実
施
し
て
い
る

》

《実施している》

5.6 

3.9 4.4 

8.7 12.3 64.5 
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問「あなたは、1回 30分以上のスポーツや運動をどの程度していますか。 

（1つのみ）」 

  

  

  

 

ほとんど
毎日

週に
３～５日

週に２日 週に１日
月に１～３

日
ほとんど

していない
無回答

　単位：％

全体 n=1,475 2.4 48.5

《実施している》 《
実
施
し
て
い
る

》

9.1 11.9 11.2 8.6 7.7 49.2 
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❹ 都市基盤・生活基盤                       

１ コンパクトシティ 

● 国土のグランドデザイン 2050(国土交通省、平成 26年度 ※抜粋) 

 

―コンパクト＋ネットワーク 

○人口減少、高齢化、厳しい財政状況、エネルギー・環境等、我が国は様々な

制約に直面している。今後ますます厳しくなっていくこれら制約下において

も、国民の安全・安心を確保し、社会経済の活力を維持・増進していくため

には、限られたインプットから、できるだけ多くのアウトプットを生み出す

ことが求められる。その鍵は、地域構造を「コンパクト」＋「ネットワー

ク」という考え方でつくり上げ、国全体の「生産性」を高めていくことにあ

る。「コンパクト」＋「ネットワーク」には、次のような意義があるものと

考えられる。 

 

①質の高いサービスを効率的に提供する 

人口減少下において、行政や医療・福祉、商業等、生活に必要な各種のサ

ービスを維持し、効率的に提供していくためには、各種機能を一定のエリア

に集約化（コンパクト化）することが不可欠であり、これにより各種サービ

スの効率性を確保することができる。 

しかし、コンパクト化だけでは、人口減少に起因する圏域・マーケットの

縮小への対応が不十分となり、より高次の都市機能によるサービスが成立す

るために必要な人口規模を確保できなくなるおそれがある。このため、各地

域をネットワーク化することにより、各種の都市機能に応じた圏域人口を確

保していくことが必要である。 

 

 （略） 

 

○コンパクト＋ネットワークの考え方は、そのサービスの提供レベルに違いは

あるものの、中山間地から大都市までのあらゆる地域に通じるものである。

コンパクト＋ネットワークにより、「新しい集積」を形成し、効率性を高

め、より大きな付加価値を生み出すような国土構造としていくこと、いわば

国全体の生産性を高める国土構造を構築していくことが、新たな国土づくり

の基本的な考え方として必要である。 
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２ 本市の状況  

⇒ 今後の人口減少により、本市においても人口密度の低下が進行すると見込まれ

ています。 

 

（１）人口密度の変化 

● 川越市立地適正化計画、令和 6年度改訂版 

⇒ 川越市、霞ケ関、南大塚の各駅周辺の市街化区域等において、人口密度の低

下が予想されています。将来的な市街化区域内の人口密度の低下に対して、都

市機能施設の立地や公共交通の利便性維持ができるよう、コンパクト・プラ

ス・ネットワークのまちづくりが必要です。 

           

  

 

 

［令和 2(2020)年］ 

500ｍメッシュ人口密度（現況） 

［令和 22（2040）年］ 

500ｍメッシュ人口密度（将来推計） 

 

 :市街化区域内で人口減少

が予測されるエリア 
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（２）公共交通の状況 

① 川越市内各駅の乗車人員の推移（平成 29 年度を 100とした場合の指数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川越市調べ 

 

② バス利用者数の推移 

川越市調べ 
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（３）空家等の状況（第２次川越市空家等対策計画、令和４年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）インフラの状況 

① 道路舗装の状況（川越市個別施設計画（道路舗装編）、令和６年２月改訂版） 
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② 橋りょうの状況（川越市個別施設計画（橋りょう編）、令和 5年 3月） 

※次の 100年間で約 300億円の費用（点検、修繕、耐震補強）が必要であると試算 

 

 

 

③ 上下水道の状況（川越市上下水道事業経営戦略（令和７年度版）） 

（水道管の管路経年化率） 

 

 

 

 

H30 R1 R2 R3 R4 R5

川越市 23.39 24.71 25.86 27.52 29.16 30.08

平均値 20.36 22.41 23.68 25.76 27.51

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

管路経年化率(%)

類似団体平均値川越市

R4全国平均値

【23.75】

-
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(下水道管の管きょ老朽化率) 

 

 

 

（５）生活環境に対する市民意識の状況 

● 第 15回川越市市民意識調査（川越市、令和６年度実施、※抜粋） 

 問「あなたの住んでいる地域の生活環境について、どのように感じていますか。

（それぞれ１つのみ）」 

 

 

 

 

 
 

  

H30 R1 R2 R3 R4 R5

川越市 6.77 8.67 10.21 10.28 13.31 14.77

平均値 3.45 5.02 5.86 6.66 8.49

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

管きょ老朽化率(%)
R4 全国平均値

【7.62】類似団体平均値川越市

-

川越市

平均値

H30
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➎ 産業・観光                          

１ 人口減少の国内市場への影響 

 ⇒人口減少は、国内市場に大きな影響を及ぼすことが懸念されています。 

 

① 内閣府「選択する未来 2.0」第１回議事要旨（令和２年３月） 

   発言者は、日本商工会議所・三村会頭（当時） 

 

○人口が減るということは国内のマーケット規模が減ってしまうことを意味する。

国内マーケットが減ってしまうと、経営者はどうするかというと、相対的によ

り収益の上がるマーケットに設備投資をする。そうなるとより成長率の高い東

南アジア諸国あるいは中国、そのようなところに設備投資する。したがって、国

内への設備投資が減ってしまう。設備投資が減れば、いわゆるイノベーション

が国内では減る。イノベーションが減れば、生産性はむしろ上昇よりも減って

しまう。人口というのはただ単に生産能力要素ではなくて、需要という面も含

めて日本の政治を支える大きな重要なファクターである。したがって、これが

減るということは、むしろ日本経済はマイナススパイラルに陥ってしまう危険

性が非常に強い。 

 

 

② グンナー・ミュルダール（スウェーデン、ノーベル経済学賞受賞者） 

藤田菜々子「ミュルダールの経済学」（NTT出版、2010年）より引用 

 

－出生率低下の経済的帰結 

○出生率が低下したからといって即座に人口減少になるわけではない。タイムラ

グが生じる。多産から少産への移行期（初期段階）では被扶養者人口／生産年齢

人口の割合が小さくなるので、生活水準を上げる効果があるが、これは持続し

得ない。生産年齢人口の相対的減少が生じるからである。 

 

○続く段階（人口増加から人口減少への変化）では、消費面での影響（消費需要

の低下）が出る。生産面の影響（生産の下落）は、当分の間、技術進歩によっ

て打ち消される可能性がある。 

 

○消費需要の低下は、投資をも減少させる。市場規模の拡大が停滞すると、投資

リスクが増大し、その帰結として、投資を妨げる。投資誘因の減少も生じる。

人口減少下では、生産力向上の投資を拡大する必要もない。 

 

○その結果、進歩が止まり、失業と貧困が増加する。 

 

○また、人口減少に伴う高齢化に伴い、労働意欲や労働生産性が減退し、広範な 

社会心理的停滞を引き起こす。  
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２ 本市の労働力の状況 

● 川越市の就業者数の推移 

⇒ 生産年齢人口が減少する中、男女ともに就業率の改善がみられること、高齢

者の就労が増加していることにより、就業者数は維持されていました（2010 年

→2015年）が、2020年の時点では、団塊ジュニア世代以降の就業者数の減少が

大きく、就業者数が減少に転じています。（2015年→2020年） 

 
就業者数：国政調査 

総人口、生産年齢人口：川越市住民基本台帳、各年 1月 1日時点 

 

（参考）男女別・年齢５歳階級別の就業率（国勢調査） 

【 男性 】 

 

（就業率の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

2010 2015 2020

就業者数（人） 161,774 164,496 154,330

男性 95,343 95,011 86,355

女性 66,431 69,485 67,975

総人口（人） 339,811 349,378 353,301

生産年齢人口（人） 225,535 219,062 215,555

人口
（人）

就業者数
（人）

就業率
（％）

人口
（人）

就業者数
（人）

就業率
（％）

人口
（人）

就業者数
（人）

就業率
（％）

15～19歳 9,131 1,179 12.9 8,973 1,164 13.0 7,081 1,024 14.5 1.5

20～24歳 10,564 5,471 51.8 10,628 5,107 48.1 8,177 4,749 58.1 6.3

25～29歳 10,752 8,256 76.8 9,626 7,181 74.6 7,300 5,992 82.1 5.3

30～34歳 12,436 10,386 83.5 10,898 8,859 81.3 7,912 6,949 87.8 4.3

35～39歳 14,642 12,533 85.6 12,843 10,825 84.3 9,079 8,078 89.0 3.4

40～44歳 12,881 10,948 85.0 15,100 13,000 86.1 10,957 9,768 89.1 4.2

45～49歳 10,788 9,306 86.3 13,092 11,109 84.9 13,127 11,654 88.8 2.5

50～54歳 9,585 8,289 86.5 10,877 9,332 85.8 11,170 9,847 88.2 1.7

55～59歳 10,858 9,283 85.5 9,370 8,080 86.2 9,451 8,344 88.3 2.8

60～64歳 13,645 9,603 70.4 10,572 7,842 74.2 8,435 6,752 80.0 9.7

65～69歳 12,099 5,779 47.8 12,909 6,684 51.8 9,491 5,433 57.2 9.5

70～74歳 9,460 2,676 28.3 11,092 3,514 31.7 11,310 4,625 40.9 12.6

75～79歳 6,241 1,082 17.3 8,133 1,501 18.5 9,211 2,054 22.3 5.0

80～84歳 3,239 403 12.4 4,863 596 12.3 6,185 792 12.8 0.4

85歳以上 1,798 149 8.3 2,635 217 8.2 3,927 294 7.5 ▲ 0.8

合計 148,119 95,343 64.4 151,611 95,011 62.7 132,813 86,355 65.0 0.7

男性

平成22年（2010） 平成27年（2015） 令和２年（2020） H22-R2
就業率

（ポイント）
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【 女性 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（就業率の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人口
（人）

就業者数
（人）

就業率
（％）

人口
（人）

就業者数
（人）

就業率
（％）

人口
（人）

就業者数
（人）

就業率
（％）

15～19歳 8,292 1,173 14.1 8,175 1,215 14.9 6,823 1,243 18.2 4.1

20～24歳 9,035 5,300 58.7 9,006 5,195 57.7 7,399 5,055 68.3 9.7

25～29歳 9,874 6,614 67.0 8,840 5,980 67.6 7,061 5,513 78.1 11.1

30～34歳 11,389 6,621 58.1 10,107 6,180 61.1 7,422 5,161 69.5 11.4

35～39歳 13,567 7,842 57.8 11,715 7,115 60.7 8,622 5,904 68.5 10.7

40～44歳 11,999 7,388 61.6 13,989 9,244 66.1 10,331 7,465 72.3 10.7

45～49歳 10,270 6,825 66.5 12,203 8,365 68.5 12,341 9,253 75.0 8.5

50～54歳 9,280 6,024 64.9 10,361 7,172 69.2 10,962 8,116 74.0 9.1

55～59歳 11,380 6,567 57.7 9,363 5,809 62.0 9,381 6,556 69.9 12.2

60～64歳 14,753 6,317 42.8 11,239 5,301 47.2 8,624 4,848 56.2 13.4

65～69歳 12,801 3,284 25.7 14,393 4,302 29.9 10,391 3,818 36.7 11.1

70～74歳 9,689 1,406 14.5 12,392 2,096 16.9 13,142 3,001 22.8 8.3

75～79歳 6,945 621 8.9 9,097 937 10.3 11,008 1,370 12.4 3.5

80～84歳 4,657 314 6.7 6,127 387 6.3 7,507 472 6.3 ▲ 0.5

85歳以上 4,784 135 2.8 5,717 187 3.3 6,889 200 2.9 0.1

合計 148,715 66,431 44.7 152,724 69,485 45.5 137,903 67,975 49.3 4.6

女性

平成22年（2010） 平成27年（2015） 令和２年（2020） H22-R2
就業率

（ポイント）

平成22年
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３ 本市の産業の状況 

（１）市内総生産の状況 

⇒ 市内総生産額は、平成 24年（2012年）は 10,673億円、平成 29年（2017

年）は 12,523億円、令和 3年（2021年）は 14,651億円と上昇傾向です。 

 

● 県内順位 

市内総生産額：埼玉県「2021年度（令和３年度）埼玉県市町村民経済計算」  

年間商品販売額：総務省・経済産業省「令和3年経済センサス-活動調査」 

製造品出荷額：総務省・経済産業省「2022年経済構造実態調査」 

農業算出額：農林水産省「令和3年市町村別農業産出額（推計）」 

 

● 創業者数の推移（過去５年間）  ● 産業別特化係数 

                   （1を超えると他地域と比較して特化） 

               

               

               

 

 

     

             

● 製造業の事業所数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）入込観光客数の推移（川越市調べ） 

 

  

商業（Ｒ２） 工業（Ｒ３） 農業（Ｒ３）

年間商品販売額 製造品出荷額 農業算出額

金額（億円） 14,651.22 7,362.97 10,615.31 64.80

県内順位 2 4 2 6

市内総生産

（Ｒ３）

経済産業省「年経済構造実態調査」ほか 

※令和 3年までは、従業員 4人以上の事業所 

 令和 4年からは、全事業所 

 

 

総務省・経済産業省「令和 3年経済センサス-活動調査」 

令和元年 ４５ 

令和２年 ３３ 

令和３年 ５７ 

令和４年 ２６ 

令和５年 ３６ 

(川越市調べ) 

令和元年 ４４５ 

令和２年 ４４１ 

令和３年 ４５９ 

令和４年 ５７３ 

令和５年 ５７６ 
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４ 埼玉県の産業政策の方向性 

● 埼玉県産業元気・雇用アップ戦略（埼玉県、令和４年度～令和８年度） 

 ⇒「持続可能な経済成長の実現」と「誰もが働きがいを感じながら能力を発揮で

きる社会の実現」を目指す姿に、それに向けた施策展開を以下のとおりとして

います。 
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❻ 環境                             

１ 地球温暖化と気象災害の状況 

（１）世界の主な異常気象・気象災害（平成 27 年～令和 3 年発生） 

（令和４年版国土交通白書） 

⇒地球温暖化が続く場合、気象災害の更なる激甚化・頻発化が予測されます。 

 

 

（２）平均気温の上昇（令和５年版防災白書、内閣府） 

⇒ 我が国の年平均気温は、100 年当たりで 1.30℃上昇し、この 100 年の間に二

酸化炭素等の温室効果ガスの増加に伴う地球温暖化や、数年から数十年程度で

繰り返される自然変動の影響等により、確実に温暖化が進んでいる。 
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（３）降水量等の変化（令和５年版防災白書、内閣府） 

⇒ 平均気温の上昇と相関するように、全国的に大雨や短時間強雨の発生頻度も

増加し、日降水量 100mm 以上及び 200mm 以上の日数は、この 100 年でともに増

加傾向が見られる。また、日本近海における年平均海面水温は、平均気温の上昇

幅と同程度となっており、海面水温の上昇は、一般に台風の勢力拡大に影響を

与え、台風による被害拡大につながるおそれがある。 
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２ 日本の気候の将来予測 

● 日本の気候変動 2025（文部科学省、気象庁） 

 

 

３ 脱炭素に関する国際的な流れ 

⇒ 地球温暖化を要因とする気候変動を抑制するため、2015 年パリで開催された

国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）において、地球温暖化対策の国際的

な合意としてパリ協定が採択され、多くの国が世界共通の目標を達成するため

に 2050 年までの脱炭素社会、カーボンニュートラルの実現を目指しています。

日本も 2050年脱炭素社会の実現を目指すことを宣言し、2030年度において、温

室効果ガスを 2013年度から 46％削減することを目指すとしています。 

 

● パリ協定 

  2020年以降の温室効果ガス削減に関する世界的な取り決めが示され、世界共通

の目標として「産業革命以前と比較して地球の平均気温上昇を 2℃未満に抑え、さ

らに 1.5℃に抑える努力を追求すること」が掲げられた。 

 

● 1.5℃特別報告書 

  2018年に示された、1.5°Cの気温上昇にかかる影響、リスク及びそれに対する

適応、関連する排出経路、温室効果ガスの削減（緩和）等に関する特別報告書。 

 

※ 大気中の主要な温室効果ガスである二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素の 2023

年の世界平均濃度は、いずれも観測史上最高を更新しました。 

（令和 6年 10月、気象庁発表） 
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４ その他環境課題 

● 生物多様性、循環型社会等 

（令和６年版、環境・循環型社会・生物多様性白書（環境省）） 

 

○生物多様性の観点からは、私たちが生きる現代は「第 6 の大量絶滅時代」とも

いわれ、今回の大絶滅は過去 5 回発生した大絶滅より、種の絶滅速度は速く、

その主な原因は人間活動による影響と考えられています。2019 年に生物多様性

及び生態系サービスに関する政府間科学 - 政策プラットフォーム（IPBES）に

より公表された「生物多様性と生態系サービスに関する地球規模評価報告書」

によると、世界の陸地の約 75％は著しく改変され、海洋の 66％は複数の人為

的な影響下にあり、1700 年以降湿地の 85％以上が消失するなど、人類史上か

つてない速度で地球全体の自然が変化していると報告されています。 

 

○水、大気などの環境中の様々な媒体にまたがって存在する反応性窒素、マイク

ロプラスチックを含むプラスチックごみ、人為的な水銀排出や難分解性・高蓄

積性・毒性・長距離移動性を有する有害化学物質によるグローバルな汚染が深

刻化しており、水、大気、食物連鎖等を通じた健康影響や生態系への影響が懸念

されています。 

 

○我が国における循環型社会とは、「天然資源の消費の抑制を図り、もって環境負

荷の低減を図る」社会です。私たちがどれだけの資源を採取、消費、廃棄してい

るかを知ることが、循環型社会を構築するための第一歩です。 

 

５ 国の環境政策方向性 

● 第六次環境基本計画（環境省、令和６年） 

 

○我々は、気候変動、生物多様性の損失及び汚染という３つの危機に直面してい

る。 

 

○2030 年頃までの 10 年間に行う選択や実施する対策は、現在から数千年先まで

影響力を持つ可能性が高いとも指摘されている。（「勝負の 10年」） 

 

○現在及び将来の国民が、明日に希望を持てるよう、長年続いてきた構造的な問

題に対して「変え方を変える」姿勢で、環境政策を起点とし、経済・社会的な課

題をカップリングして同時に解決していくことを目指す。 
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６ 本市の環境負荷等の状況 

① 市域における温室効果ガスの排出量の推移（令和６年度版かわごえの環境） 

 

                       

② 本市における資源化実績（令和５年度 清掃事業概要（統計編）） 

   ⇒ 資源化率はほぼ横ばいで推移しています。 

   （資源化率 ＝ 資源化総量 ÷ ごみ排出量の合計 × 100） 

（単位：t） 

 
 

 

③ １人１日当たりのごみ排出量（令和６年度版かわごえの環境） 

 
 

 

④ 緑地面積の推移（令和６年度版かわごえの環境） 

※ 法・条例等の指定を受けた樹林地、農業振興地域、公共施設緑地、生産緑地、

都市公園、樹林地の公有地化面積、児童遊園及び環境政策課所管の寄付地の合

計面積 

 

 

令和元年度

（H28）

令和２年度

（H29）

令和３年度

（H30）

令和４年度

（R1）

令和５年度

（R2）

温室効果ガス排出量

（千t-CO2/年）
1,789 1,744 1,698 1,581 1,534

※表中の数値は各年度に算出した排出量です。カッコ内の年度は実際に排出した年度を示しています。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

1人1日当たりの

ごみ排出量(g/人日)
860 843 825 812 777

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

緑地面積

（ha)
2,813 2,823 2,819 2,820 2,808
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 ⑤ 公害苦情件数の推移（令和６年度版川越市の環境行政） 

 

                               川越市調べ 

 

⑥ 第 15回 川越市市民意識調査（令和６年度実施） 

  問「あなたは、川越市の環境について、どのように感じていますか。（1つのみ）

※「環境」とは、地球温暖化、廃棄物問題、生物の多様性、都市のみどりま

で幅広く捉えた環境を想定しています。」 

 

 

総数 大気汚染 水質汚染 土壌汚染 騒音 振動 悪臭 その他

令和元年度 101 24 2 ー 51 5 19 0

令和２年度 102 18 ー ー 59 9 12 4

令和３年度 105 25 ー ー 53 13 12 2

令和４年度 113 12 ー ー 56 11 31 3

令和５年度 96 12 ー ー 47 9 21 7
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問「川越市は、「小江戸かわごえ脱炭素宣言」を表明し、2050年脱炭素社会の実

現に向けて地球温暖化対策を推進します。 

   あなたは、地球温暖化対策について、どのように思いますか。（１つのみ）」 
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❼ 地域社会・安全安心                       

１ 地域のつながりの希薄化 

⇒ 本市における具体的な状況は不明ですが、全国的な傾向と、本市の自治会の

加入率低下などの状況を踏まえ、地域での付き合いは減少傾向にあるものと推

測します。 

 

① 内閣府「社会意識に関する世論調査」（令和５年１１月調査） 
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② 本市の自治会加入率 

川越市調べ 

 

 

③ 頼れる人の有無（ちょっとしたことの手助け） 

（令和５年度埼玉県政世論調査） 

 

 

 

２ 市民活動への参加意向 

● 第 15回 川越市市民意識調査（令和６年度実施） 

 問「あなたは、市民活動に参加したいと思いますか。（１つのみ） 

   ※「市民活動」とは、「営利を目的とせず、社会や地域の課題解決に向けて自

発的・自主的・継続的に行う活動（宗教活動や政治活動を主な目的とする

活動は除く）」を想定しています。」 

 

 

 

 

  

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

自治会加入率（％） 74.04 72.66 71.64 70.75 69.39

（単位：％）

いる いない 頼らない 無回答

川越比企地域 67.7 20.7 8.3 3.4
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３ 外国籍市民の増加 

① 第 15回 川越市市民意識調査（令和６年度実施） 

  問「あなたは、外国籍市民が増えることについて、どのような効果や影響があ

ると思いますか。（いくつでも）」 

 

 

 

 

● 地域における多文化共生推進プラン（総務省、令和２年） 

⇒ 地域において多文化共生施策を推進する意義として、以下のとおり示してい

ます。 

 

－多様性と包摂性のある社会の実現による「新たな日常」の構築 

○全ての外国人住民を孤立させることなく、地域社会を構成する一員として受 

け入れていくという視点に立ち、日本人と同様に行政サービスを享受し安心

して生活することができる環境を整備していくことが必要である。 

外国人住民を含めて、地域社会やコミュニティ等において必要となる人の交

流やつながり、助け合いを促す環境を整備し、多様性と包摂性のある社会を実

現することで、ポストコロナ時代の誰ひとり取り残されることのない「新たな

日常」の構築につながることも期待される。 

 

－地域社会への外国人住民の積極的な参画と多様な担い手の確保 

○在留期間が無期限の「永住者」の人数が年々増加し、在留外国人全体の約３ 

割を占めるなど、緩やかな定住化の傾向がみられること、外国人住民の年齢

構成が若いこと等を背景に、外国人住民が、外国人コミュニティや人口減少・
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少子高齢化が進む地域を支えている事例が現れつつあり、今後の地域社会を

支える担い手となることが期待される。 

また、外国人住民が多文化共生施策の推進に関与することにより、外国人住

民のニーズを的確に捉えて、多文化共生施策の質の向上を図ることも期待さ

れる。 

 

 

４ 人権を取り巻く国内の動き 

⇒ 「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 23

年法律第 79 号）や「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成

25 年法律第 65 号）、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた

取組の推進に関する法律」（平成 28年法律第 68号）、「部落差別の解消の推進に

関する法律」（平成 28 年法律第 109 号）、「アイヌの人々の誇りが尊重される社

会を実現するための施策の推進に関する法律」（平成 31年法律第 16号）、「性的

指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関

する法律」（令和 5年法律第 68号）等、近年、立法措置が相次いでいます。 

 

５ 災害の発生リスク 

（１）地震  

  ● 埼玉県地震被害想定調査 報告書（埼玉県、平成 25年 11月） 

        

（２）気象災害 

⇒ 全国的に激甚化・頻発化している豪雨によって、本市においても、平成 29年

台風第 21号や令和元年東日本台風で多くの住宅等が被害を受けています。 

今後も、気象災害の激甚化・頻発化が続けば、豪雨で河川が氾濫すること等 

によって浸水被害を受けるリスクは更に高まると考えられます。 
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６ 自然災害における自助・共助の重要性 

① 令和６年版防災白書（内閣府） 

 

○今後発生が危惧される南海トラフ地震や日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震、

さらに近年激甚化・頻発化する気象災害等によって広域的な大規模災害が発生

した場合において、「公助」の限界が懸念されている。 

 

○阪神・淡路大震災では、生き埋めになった人の約８割が家族も含む「自助」や

近隣住民等の「共助」により救出されており、「公助」である救助隊等による

救出は約２割程度に過ぎなかったという調査結果がある。 

 

○市町村併合による市町村エリアの広域化や地方公共団体の公務員数の減少な

ど、地方行政を取り巻く環境が厳しさを増す中、高齢社会の下で配慮を要する

者は増加傾向にある。このため、国民一人一人が災害を「他人事」ではなく

「自分事」として捉え、防災・減災意識を高めて具体的な行動を起こすことに

より、「自らの命は自らが守る」「地域住民で助け合う」という防災意識が醸成

された地域社会を構築することが重要である。 

 

 

 ② 自主防災組織 

  （本市における結成率） 

 

川越市調べ 

 

【 参考 本市における自主防災組織への補助 】 

 ⅰ 結成時補助金 … 上限額 100,000円 

 ⅱ 資機材等補助金 … 上限額 40,000円（結成時及び翌年度 60,000円） 

 ⅲ 防災訓練等実施補助金 … 上限額 20,000円（結成時及び翌年度 30,000円） 

 ⅳ 防災倉庫設置補助金 … 上限額 100,000円 

 ⅴ 防災士資格取得補助金 … 上限額 15,000円 

  

令和元年 令和２年 令和3年 令和4年 令和5年

自主防災組織結成率 79.7 81.2 81.8 81.9 81.9
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 ③ 関係機関・企業等との災害協定締結状況（令和７年１月２４日現在） 

自治体相互応援協定 ６件 

避難所・施設・住宅に関する協定 １３件 

食料品・飲料水に関する協定 １１件 

輸送支援に関する協定 ４件 

燃料支援に関する協定 ２件 

医療支援に関する協定 ４件 

復旧作業・設備に関する協定 ９件 

葬祭事業に関する協定 １件 

情報提供その他に関する協定 ２０件 

帰宅困難者の受入れ等に関する協定 １件 

計 ７１件 

 

 

④ 第 15回 川越市市民意識調査（令和６年度実施） 

  問「東日本大震災以降、個人で３日分以上の水や食料の備蓄が必要といわれて

いますが、あなたは何日分準備していますか。（１つのみ）」 

 

 

  問「あなたは、災害が起きた際、家族等との安否確認手段を決めていますか。

（いくつでも）」 
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７ 本市の犯罪、交通事故の発生状況 

① 犯罪

 

埼玉県警 

 

 

② 交通事故 

 

埼玉県警 

  

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

刑法犯罪認知件数 2,619 1,996 1,805 2,152 2,388

特殊詐欺被害件数 67 43 45 38 26

（単位：件）

（単位：件）

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

年間交通事故死者数 4 7 6 8 4

年間人身事故件数 1,272 978 1,041 964 940
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❽ 行財政運営                           

１ 経営資源の見通し 

（１）職員数 

① スマート自治体への転換 

自治体戦略２０４０構想研究会 第二次報告 

（平成 30年、自治体戦略 2040構想研究会） 

 

 －半分の職員数でも担うべき機能が発揮される自治体 

○我が国最大の制約要因は労働力である。近年の出生数が団塊ジュニア世代

（200～210万人／年）の半分以下にとどまる（2017年：95万人）ことから、

各自治体においては、公的部門と民間部門で少ない労働力を分かち合う必要が

ある。 

 

○今後、自治体においては、労働力の激しい供給制約を共通認識として、2040 

年頃の姿からバックキャスティングに自らの在り方を捉え直し、将来の住民と

自治体職員のために、現時点から、業務のあり方を変革していかなければなら

ない。 

 

○労働力制約への対処は、官民を問わず、新たな発展のチャンスとなる。我が国

が世界に先駆けてあらゆる分野で破壊的技術（Disruptive Technologies）（AI

やロボティクス、ブロックチェーンなど）を導入していくならば、戦後の焼け

野原からの最新の工場設備の投資が高度経済成長を生み出したように新たな飛

躍の絶好の機会となり得る。 

 

○とりわけ、これは自治体が新たな局面を切り拓く好機である。従来の半分の職

員でも自治体として本来担うべき機能が発揮でき、量的にも質的にも困難さを

増す課題を突破できるような仕組みを構築する必要がある。 

 

 

② 自治体ＤＸ推進計画【第 3.0版】（総務省、令和６年 ※抜粋） 

 

－自治体におけるＤＸ推進の意義 

自治体においては、まずは、 

・自らが担う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、住民

の利便性を向上させるとともに、 

・デジタル技術やＡＩ等の活用により業務効率化を図り、人的資源を行政サー

ビスの更なる向上に繋げていく 

ことが求められる 
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－自治体フロントヤード改革の推進 

今後、多くの地方公共団体において、少子高齢化・人口減少が進み、行政資

源が益々制約されていく一方、住民の生活スタイルやニーズが多様化している

中においては、行政手続のオンライン化だけでなく、「書かないワンストップ

窓口」など、住民と行政との接点（フロントヤード）の改革を進めていく必要

がある。これにより、住民サービスの利便性向上と業務の効率化を進め、企画

立案や相談対応への人的資源のシフトを促し、持続可能な行政サービスの提供

体制を確保していくことが重要である。 

 

 

（２）財源等 

① 自治体戦略２０４０構想研究会 第一次報告 

（平成 30年、自治体戦略 2040構想研究会） 

  

⇒ 社会保障に係る経費（民生費）や老朽化した公共施設・インフラの維持、更

新に要する費用（土木費・農林水産費・教育費）の増大が想定されます。 
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② 本市の公共施設の老朽化の状況 

  ⇒ 昭和 40年代から昭和 50年代にかけて多くの社会資本を短期間に集中して

整備してきた結果、この時期に整備した施設などが竣工後 40年を経過し、

老朽化が進んでいます。 

 

   

 

 
川越市調べ 

 

③ 本市の扶助費の状況 

 ⇒ 少子高齢化への対応等により増加傾向で推移しており、平成 29年度の 292億

2,600万円から令和４年度の 386 億 3,100万円まで、5年間で 1.3倍となってい

ます。 

 

  

 

建築後 40年以上を経過した 

公共施設延床面積の割合 

約 55％（令和 6年 3月現在） 
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２ 財政指標 

⇒ 一般財源総額に対して公債費に充てられた一般財源の割合を示す公債費負担

比率は、令和３年度時点で 13.3％であり、中核市平均の 13.0％、県内市平均

の 11.6％と比較すると、相対的に高い状態にあります。令和４年度も同様の傾

向が見込まれます。 

また、財政構造の弾力性を測る指標である経常収支比率は、令和３年度時点で

95.2％であり、中核市平均の 88.7％、県内市平均 89.5％と比較すると、突出し

て高い状態にあります。 

 

川越市調べ 

 

３ 今後の行財政運営について 

● 第 15回 川越市市民意識調査（令和６年度実施） 

問「持続可能な行財政運営を行うため、行財政改革と行政サービスのあり方につ

いて、どのようにお考えですか。（１つのみ）」 
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問「川越市が行政改革を推進する上で、あなたが重点的に取り組む必要があると

思うものは何ですか。次の中から３つ以内で選んでください。（３つまで）」 

 

 

 

 

問「あなたは、市民と行政で一緒にまちづくりを進めていると感じていますか。

（１つのみ）」

 

 


